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公益財団法人 日本自動車教育振興財団 



（単位：円）

当年度 前年度 増減 備考

令和7年度 令和6年度

Ⅰ.資産の部

1.流動資産

現金預金 17,427,840 18,497,563 △ 1,069,723

流動資産　合計 17,427,840 18,497,563 △ 1,069,723

2.固定資産

　　（1）基本財産

投資有価証券 961,084,900 961,084,900 0

定期預金 1,915,100 1,915,100 0

基本財産　合計 963,000,000 963,000,000 0

　　（2）特定資産

役員退職慰労引当資産 0 2,708,000 △ 2,708,000

職員退職給付引当資産 2,100,000 1,300,000 800,000

特定資産　合計 2,100,000 4,008,000 △ 1,908,000

　　（3）その他固定資産

投資有価証券 10,000,000 10,000,000 0

什器・造作 2 2 0

電話加入権 152,880 152,880 0

敷金 4,981,910 4,981,910 0

その他固定資産　合計 15,134,792 15,134,792 0

固定資産　合計 980,234,792 982,142,792 △ 1,908,000

資産　合計 997,662,632 1,000,640,355 △ 2,977,723

Ⅱ.負債の部

1.流動負債

預り金 108,793 30,062 78,731

流動負債　合計 108,793 30,062 78,731

２.固定負債

役員退職慰労引当金 0 2,708,000 △ 2,708,000

職員退職給付引当金 2,100,000 1,300,000 800,000

固定負債　合計 2,100,000 4,008,000 △ 1,908,000

負債合計 2,208,793 4,038,062 △ 1,829,269

Ⅲ．正味財産の部

1.一般正味財産 995,453,839 996,602,293 △ 1,148,454

（うち基本財産への充当額） ( 963,000,000 ) ( 963,000,000 ) ( 0 )

（うち特定資産への充当額） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

正味財産　合計 995,453,839 996,602,293 △ 1,148,454

負債および正味財産　合計 997,662,632 1,000,640,355 △ 2,977,723

貸 　借 　対 　照 　表
（令和8年3月31日現在）

科　　目



（単位：円）

Ⅰ．一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

（１）経常収益
①基本財産運用益

・基本財産受取利息 32,550,266 32,545,038 5,228

②特定資産運用益
・特定資産受取利息 1,045 52 993

③受取会費
・賛助会員受取会費 43,000,000 43,000,000 0

④受取寄附金
・受取寄附金 6,000,000 6,000,000 0

⑤雑収益
・受取利息 84,468 20,699 63,769
・有価証券運用益 275,000 275,000 0

81,910,779 81,840,789 69,990
（２）経常費用

①事業費
1)役員報酬 2,850,000 2,300,000 550,000 役員交代に伴う一時的な増加

　　　 2)給料手当 7,714,600 7,507,418 207,182
3)役員退職慰労引当金繰入額 138,400 100,000 38,400
4)職員退職給付引当金繰入額 640,000 1,040,000 △ 400,000
5)福利厚生費 1,678,733 2,233,032 △ 554,299 スタッフ雇用契約の終了（1名減）

6)旅費交通費 1,695,703 1,115,521 580,182
教材贈呈式の開催対象地域に因る増
加

7)通信運搬費 1,754,248 1,287,009 467,239
8)消耗什器備品費 0 649,344 △ 649,344 パソコン代替の延期

9)消耗品費 646,373 553,765 92,608
10)賃借料 6,755,778 7,461,308 △ 705,530 先生方向け研修会の回数減 等

11)保険料 3,168 3,100 68
12)諸謝金 1,498,760 2,318,089 △ 819,329 遠隔地での講師派遣件数減少  等

13)支払助成金 37,526,256 37,607,147 △ 80,891
14)支払寄附金 30,000 30,000 0
15)委託費 6,488,900 5,099,600 1,389,300 高校生意識調査 実施費用 等

16)人材派遣費 0 1,095,060 △ 1,095,060 スタッフ交代時の一時的な利用の終了

17)雑費 598,884 579,239 19,645
事業費　計 70,019,803 70,979,632 △ 959,829

②管理費
1)役員報酬 3,900,000 3,200,000 700,000 役員交代に伴う一時的な増加

   2)給料手当 3,052,550 2,895,407 157,143
3)役員退職慰労引当金繰入額 553,600 400,000 153,600
4)職員退職給付引当金繰入額 160,000 260,000 △ 100,000
5)福利厚生費 383,592 510,251 △ 126,659
6)旅費交通費 11,638 7,760 3,878
7)通信運搬費 210,014 148,036 61,978
8)消耗什器備品費 0 148,376 △ 148,376
9)消耗品費 147,697 126,536 21,161
10)賃借料 1,237,829 1,293,422 △ 55,593
11)会議費 1,618,565 1,633,958 △ 15,393
12)印刷製本費 48,840 0 48,840
13)諸謝金 779,194 717,201 61,993
14)支払負担金 263,000 263,000 0
15)支払寄附金 80,000 100,000 △ 20,000
16)委託費 0 51,150 △ 51,150
17)人材派遣費 0 469,312 △ 469,312
18)雑費 592,911 545,211 47,700
管理費　計 13,039,430 12,769,620 269,810

経常費用　計 83,059,233 83,749,252 △ 690,019
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,148,454 △ 1,908,463 760,009
評価損益等 0 0 0
当期経常増減額 △ 1,148,454 △ 1,908,463 760,009

２．経常外増減の部
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 1,148,454 △ 1,908,463 760,009
一般正味財産期首残高 996,602,293 998,510,756 △ 1,908,463
一般正味財産期末残高 995,453,839 996,602,293 △ 1,148,454

Ⅱ．指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0

　　 　　指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ．正味財産期末残高 995,453,839 996,602,293 △ 1,148,454

正味財産増減計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

科　　目
当年度

令和7年度
前年度

令和6年度
増減 備考

経常収益　計



（単位：円）

Ⅰ．一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

（１）経常収益
①基本財産運用益

・基本財産受取利息 22,785,186 22,785,186 9,765,080 32,550,266

②特定資産運用益
・特定資産受取利息 851 851 194 1,045

③受取会費
・賛助会員受取会費 38,700,000 38,700,000 4,300,000 43,000,000

④受取寄附金
・受取寄附金 6,000,000 6,000,000 0 6,000,000

⑤雑収益
・受取利息 84,468 84,468 0 84,468
・有価証券運用益 275,000 275,000 0 275,000

67,845,505 67,845,505 14,065,274 81,910,779

（２）経常費用
①事業費

1)役員報酬 2,850,000 2,850,000 2,850,000

　　　 2)給料手当 7,714,600 7,714,600 7,714,600
3)役員退職慰労引当金繰入額 138,400 138,400 138,400
4)職員退職給付引当金繰入額 640,000 640,000 640,000
5)福利厚生費 1,678,733 1,678,733 1,678,733

           6)旅費交通費 1,695,703 1,695,703 1,695,703

7)通信運搬費 1,754,248 1,754,248 1,754,248

8)消耗什器備品費 0 0 0
9)消耗品費 646,373 646,373 646,373
10)賃借料 6,755,778 6,755,778 6,755,778
11)保険料 3,168 3,168 3,168
12)諸謝金 1,498,760 1,498,760 1,498,760

13)支払助成金 37,526,256 37,526,256 37,526,256
14)支払寄附金 30,000 30,000 30,000
15)委託費 6,488,900 6,488,900 6,488,900

16)人材派遣費 0 0 0
17)雑費 598,884 598,884 598,884
事業費　計 70,019,803 70,019,803 70,019,803

②管理費
1)役員報酬 3,900,000 3,900,000

   2)給料手当 3,052,550 3,052,550
3)役員退職慰労引当金繰入額 553,600 553,600
4)職員退職給付引当金繰入額 160,000 160,000
5)福利厚生費 383,592 383,592
6)旅費交通費 11,638 11,638

7)通信運搬費 210,014 210,014
8)消耗什器備品費 0 0
9)消耗品費 147,697 147,697
10)賃借料 1,237,829 1,237,829
11)会議費 1,618,565 1,618,565

12)印刷製本費 48,840 48,840
13)諸謝金 779,194 779,194
14)支払負担金 263,000 263,000

15)支払寄附金 80,000 80,000
16)委託費 0 0
17)人材派遣費 0 0
18)雑費 592,911 592,911
管理費　計 13,039,430 13,039,430

経常費用　計 70,019,803 70,019,803 13,039,430 83,059,233

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 2,174,298 △ 2,174,298 1,025,844 △ 1,148,454
評価損益等 0 0 0 0
当期経常増減額 △ 2,174,298 △ 2,174,298 1,025,844 △ 1,148,454

２．経常外増減の部
当期経常外増減額 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 2,174,298 △ 2,174,298 1,025,844 △ 1,148,454
一般正味財産期首残高 996,602,293

一般正味財産期末残高 995,453,839

Ⅱ．指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0 0

　　 　　指定正味財産期首残高 0

指定正味財産期末残高 0

Ⅲ．正味財産期末残高 995,453,839

正味財産増減計算書 内訳表
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

科　　目
公益目的事業会計

法人会計

経常収益　計

合計
自動車教育事業 共通 小計



１．基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他
2,708,000 692,000 3,400,000 0 0
1,300,000 800,000 0 0 2,100,000

以上

　職員退職給付引当金
　役員退職慰労引当金

附属明細書

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高



（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金 手許保管 運転資金 56,484

<現金 計> 56,484

普通預金 みずほ銀行東京中央支店 運転資金 14,103,758

りそな銀行東陽町出張所 運転資金 366,397

住信SBIネット銀行法人第一支
店

運転資金 1,923,587

三井住友銀行本店営業部 運転資金 977,614

<普通預金 計> 17,371,356

流動資産合計 17,427,840

（固定資産）

基本財産 投資有価証券 第120回　20年国債（大和証券） 公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

98,550,000

第119回　20年国債（野村證券） 公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

97,950,000

第120回　20年国債（野村證券） 公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

99,850,000

第121回　20年国債（野村證券） 公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

49,250,000

ゴールドマンサックスグループ
ユーロ円債（SMBC日興証券）

公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

10,409,400

第172回　20年国債（SMBC日
興証券）

公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

5,075,500

ノムラグローバルファイナンス
NO.80437（野村證券）

公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

150,000,000

モルガン・スタンレーファイナン
スLLC（SMBC日興証券）

公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

100,000,000

DB AG PRDC債（みずほ証券） 公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

100,000,000

モルガンスタンレーファイナンス
LLC PRD債（三菱UFJモルガン
スタンレー証券）

公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

100,000,000

JPモルガンストラクチャードプロ
ダクツPRD債（三菱UFJモルガ
ンスタンレー証券）

公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

150,000,000

<投資有価証券 計> 961,084,900

財　　産　　目　　録
（令和8年3月31日現在）



（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

定期預金 みずほ銀行東京中央支店 公益目的保有財産であり、運用益
の７０％を公益目的事業、３０％を
管理目的の財源として使用してい
る。

1,915,100

<定期預金 計> 1,915,100

<基本財産 計> 963,000,000

特定資産 職員退職給付引当資産 定期預金
みずほ銀行東京中央支店

職員の退職給付金支払いの財源
として積み立てている。

2,100,000

<特定資産 計> 2,100,000

その他固定
資産

投資有価証券 ソフトバンクグループ第5回利払
繰延条項・期限前償還条項付
無担保社債（大和証券）

運転資金 10,000,000

什器・造作 事務所内装（パーティション） 公益目的保有財産であり、公益目
的事業および管理業務で使用し
ている共用資産である。

1

机・椅子等 公益目的保有財産であり、公益目
的事業および管理業務で使用し
ている共用資産である。

1

電話加入権 電話番号
03-5733-3841、他１回線

公益目的保有財産であり、公益目
的事業および管理業務で使用し
ている共用資産である。

152,880

敷金 住所　東京都港区芝大門１－１
－３０　日本自動車会館
事務所６０平方メートル

公益目的保有財産であり、公益目
的事業および管理業務で使用し
ている共用資産である。

4,981,910

<その他固定資産 計> 15,134,792

固定資産合計 980,234,792

　資産合計 997,662,632

（流動負債）

預り金 職員に係るもの 源泉所得税、住民税特別徴収、
雇用保険料

108,793

流動負債合計 108,793

（固定負債）

職員退職給付引当金 職員に係るもの 職員1名に対する退職給付金支
払いに備えたもの

2,100,000

固定負債合計 2,100,000

　負債合計 2,208,793

　正味財産 995,453,839



１．重要な会計方針

　重要な会計方針は次のとおりである。

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券は、取得原価法によっている。

・その他保有目的の債券は、決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・該当なし。

（３）固定資産の減価償却の方法

（４）引当金の計上基準

・役員退職慰労引当金

役員（常勤理事）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末支給額を計上している。

・職員退職給付引当金

職員の退職給付金の支給に備えるため、内規に基づく期末支給額を計上している。

（５）リース取引の処理方法

（６）消費税等の会計処理

・税込処理をしている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

・基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 961,084,900 0 0 961,084,900

定期預金 1,915,100 0 0 1,915,100

小計 963,000,000 0 0 963,000,000

特定資産

役員退職慰労引当資産 2,708,000 692,000 3,400,000 0

職員退職給付引当資産 1,300,000 800,000 0 2,100,000

小計 4,008,000 1,492,000 3,400,000 2,100,000

合計 967,008,000 1,492,000 3,400,000 965,100,000

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

・基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

投資有価証券 961,084,900 0 961,084,900 0

定期預金 1,915,100 0 1,915,100 0

小計 963,000,000 0 963,000,000 0

特定資産

職員退職給付引当資産 2,100,000 0 0 2,100,000

小計 2,100,000 0 0 2,100,000

合計 965,100,000 0 963,000,000 2,100,000

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

・リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

・有形固定資産については、定額法による。但し、従来減価償却をしていなかった資産については、平成22年
度より旧定額法により償却している。

科目 当期末残高

科目



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

・固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什 器 ・ 造 作（事務所内装） 1,445,588 1,445,587 1

什 器 ・ 造 作（机・椅子等） 2,477,520 2,477,519 1

合計 3,923,108 3,923,106 2

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

・満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 時価 評価損益

第120回　20年国債（大和証券） 98,550,000 99,540,000 990,000

第119回　20年国債（野村證券） 97,950,000 100,413,400 2,463,400

第120回　20年国債（野村證券） 99,850,000 99,567,100 -282,900

第121回　20年国債（野村證券） 49,250,000 50,342,300 1,092,300
10,409,400 9,401,000 -1,008,400

5,075,500 3,603,000 -1,472,500

150,000,000 150,000,000 0

100,000,000 100,000,000 0

100,000,000 100,000,000 0

100,000,000 100,000,000 0

150,000,000 150,000,000 0

合計 961,084,900 962,866,800 1,781,900

（注）時価は、証券会社発行の期末の残高証明書及び取引残高報告書の参考時価を記入した。

以上

科目

なお、米ドル連動型仕組預金は個別組成した商品で一般に流通する商品ではない
ため、時価欄は簿価と同額。

科目

ゴールドマンサックスグループユー
ロ円債（SMBC日興証券）

ノムラグローバルファイナンス
NO.80437（野村證券）

モルガン・スタンレーファイナンス
LLC（SMBC日興証券）

DB AG PRDC債（みずほ証券）

モルガンスタンレーファイナンス
LLC PRD債（三菱UFJモルガンスタ
ンレー証券）

JPモルガンストラクチャードプロダク
ツPRD債（三菱UFJモルガンスタン
レー証券）

第172回　20年国債（SMBC日興証
券）




